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１．自主行動計画について 

 2013年に産業界の自主行動計画を見直し、新たに2020年、2025年、2030年を
目標年とした計画の設定を下記１４団体に求めたところ。 

 2013年から自主行動計画を策定しないこととなった団体については、計画の策定は
求めないものの、フロン類からの転換状況を注視する必要があることから、製造等に伴
う排出量の継続的な報告を依頼している。 

各産業界におかれては、2020年、2025年及び2030年を目標年とした各団体の自
主行動計画に基づき、現場の実態等を踏まえた対策（排出抑制・現フロン類からの
転換等）が継続的に実施されている。 

○2013年以降の自主行動計画策定団体（14団体） 
 日本フルオロカーボン協会、日本化学工業協会、日本ウレタン工業協会、日本エアゾール協会、 

 日本遊戯銃協同組合、日本製薬団体連合会、日本冷凍空調工業会、日本冷凍空調設備工業連合会、 

 日本自動販売システム機械工業会、日本電機工業会、日本マグネシウム協会、日本自動車工業会、 

 電子情報技術産業協会、電気事業連合会 
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